
• 県内金融機関で実施している、「事業性評価」に基づく融資や顧客企業向けの本業支援

（生産性向上）の取組みについて、更に高度化するために、

① 中小企業の経営者と対話を多く重ねることでリレーションを適切に構築

②企業の財務・業務フロー・商流まで含めた事業を理解

③事業の内容や成長可能性等を評価（事業性評価）

④ 経営課題に対する適切な解決策を伴走型で提案・実行支援

を組織的・継続的に実施。

企業の本業である営業キャッシュフローの増強、生産性（付加価値）向上を実現。

Ⅱ-2．沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生に向けた金融仲介機能の高度化戦略

１．中小企業の生産性向上
(1) 金融機関の伴走型本業支援

本県の地域企業・経済の持続的成長と地方創生に大きく貢献

－ 金融機関の持続可能なビジネスモデルの確立 －
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• 中小企業にとって導入が容易なクラウド会計ソフト等の活用により生産性を向上。
• 金融機関が当ソフトを活用することにより効果的な融資モニタリングを推進。

Ⅱ-2．沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生に向けた金融仲介機能の高度化戦略

１．中小企業の生産性向上
(2) 中小企業自らの生産性向上等

－ クラウド会計ソフト導入による生産性の向上 －

・リアルタイムに財務状況を把握し業務プロセスの見直し
・会計業務時間の削減、初期導入コスト等の低廉化

売上・利益の増加

融資モニタリングの高度化管理会計による業務効率化

クラウド会計
（財務データの共有）

モニタリング
ソリューションの提供

担保保証に過度に依存しない融資

事

業

者

金

融

機

関

出所：「小規模事業白書2018」第2-2-13図
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キャッシュレスを推進し、販売機会の増加や現金のハンドリングコストの削減等を
通じ、企業の生産性を向上。

※クラウド会計やモバイルＰＯＳレジとキャッシュレスを連携して活用することが生産性の向上に効果的。

Ⅱ-2．沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生に向けた金融仲介機能の高度化戦略

１．中小企業の生産性向上
(3) キャッシュレスの推進

事業者

・現金搬出入回数の減少

・インバウンド需要の取込み

・購買情報の蓄積

消費者

・手ぶらで簡単に買い物が
可能

・紛失、盗難時の被害リス
クを低減（条件次第で保証）

キャッシュレスの意義

・決済端末等

の導入補助

・決済手数料

の補助

中小企業

キャッシュレス

クラウド会計 POSレジ

更なる生産性の向上

○ 販売機会の増加 ○ 客単価の増加

○ 現金のハンドリングコスト削減

○ 会計管理ミスの防止

中小企業の生産性向上

キャッシュレスとの連携
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Ⅱ-2．沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生に向けた金融仲介機能の高度化戦略

１．中小企業の生産性向上
(4) ＩＣＴ等新たな技術の活用

WEBカメラ等のＩＣＴを活用した融資・経営相談等をする仕組みを導入し、立地の条
件不利性を克服する金融包摂を実現。

※ＩＣＴを活用した融資・経営相談等の仕組みの導入により、金融機関の店舗までの移動時間やコストを削減。

10

商工団体

・島には銀行の営業店がなく、かつ、
ATMが設置されていない。このような
環境にこそ、キャッシュレスの促進と
通信インフラの整備を進めてほしい。

商工会連合会

・借り換えについてはWEBカメラ等で
確認するなど、窓口に行かなくても済
む方法を検討してほしい。

離島の事業者の要望

事業者

ＩＣＴの活用

金融機関の
遠隔相談

ＩＣＴ活用の
効果

○ 移動時間やコスト
の削減

○ 金融機関との
相談機会の増加

○ ICT活用による顧客
訪問の効率化

事業者

金融機関

○ 離島などの金融空白
地域への顧客拡大

（参考）沖縄振興開発金融公庫（平成30年度 政策金融評価報告書）

※当局ヒアリング

・WEBカメラ等の活用
・クラウド会計
（財務データの共有）
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○．業種別創業融資実績

 県内の創業融資*については、沖縄公
庫は創業計画等の作成をサポートする
ノウハウを活かして、サービス産業等
への融資を地域金融機関に比べ多く
取り組んでいる。

*創業前または創業後１年以内の事業所への融資

Ⅱ-2．沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生に向けた金融仲介機能の高度化戦略
２．創業支援の現状
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 融資後５年目までの経営破たんした
先の割合（累積ベース）は、新規が
既存を大きく上回っており、融資後
の業況把握や経営上の相談等によ
るモニタリング体制の構築が課題。

図２－１９ 融資後の経営破綻率（累積ベース）

（注）経営破綻率：平成17～26年度の公庫融資先のうち、経営破綻（倒産・廃業等）した先の
割合（各年度累計）
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Ⅱ-2．沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生に向けた金融仲介機能の高度化戦略
２．創業支援 県内の創業融資に係る課題及び解決の方向性

【課題】

・地域金融機関は創業計画等の作成サポートといった創業時の支援態勢の構築

・沖縄公庫は融資後の業況把握や経営上の相談等によるモニタリング体制の構築

【地域金融機関・沖縄公庫共通の解決策】

地域金融機関及び沖縄公庫の協調融資商品を創設することにより

①沖縄公庫が持つ創業計画等の作成をサポートするノウハウ

②地域金融機関等による業況把握や経営上の相談等によるモニタリング

を融合した取組みを実施。

創業者の持続的創出による地域経済の発展に貢献
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Ⅱ-2．沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生に向けた金融仲介機能の高度化戦略
３．事業承継

【現状】

• 県内企業の８割余りが後継者不在であ
り、本県は全都道府県の中で最も高い
不在率となっている。

【対策】

• 沖縄県事業承継ネットワーク事業（平
成30年～令和４年（５年間））に基づく事

業承継診断等を着実に実施し、金融機
関等が本業支援を軸に伴走型で実施
し、事業承継問題をフォローアップ。

※診断実施機関：金融機関、商工会議所・商工会等
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• 金融機関、中小企業支援機関、地方公共団体及び国の機関等の強みを発揮でき
るネットワークの構築を図り、沖縄総合事務局はそのブリッジ役として、必要な政策
対応（予算措置やセミナー開催等を通じたオープンイノベーションの創出等）を行う
など地方創生に積極的に貢献。

Ⅱ-2．沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生に向けた金融仲介機能の高度化戦略
４．地方創生に向けた金融機関、中小企業支援機関、地方公共団体及び国の
機関等との連携
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Ⅲ．今後の議論に向けて

１．金融仲介機能高度化戦略の重点フォローアップ地域
以下の地域の取組みを重点フォローアップすることにより、高度化戦略の質の向上を図るこ
ととする。

北部圏域 【国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、名護市、宜野座村、恩納村、金武町、伊平屋村、伊是名村、伊江村】

（選定理由）
① 人口減少が早期に進展することが予想される
② 観光客が急増しており、取組み次第で大きな経済発展が見込まれる
③ ＩＣＴやキャッシュレスその他の新たな技術の活用効果が高く期待できる

中部圏域（沖縄市以北） 【うるま市、沖縄市、嘉手納町、読谷村】

（選定理由）
◯ 地域経済の再活性化が急務である

15

２．今後の議論に向けて
本会議では、デジタライゼーションの進展等による経営環境の変化にも的確に対応し、本高度化戦略
で実現を目指している企業の生産性向上が図られ、地域経済の発展・地方創生に波及するといった好
循環が作り出されるよう、今後とも、随時に会議を開催し、高度化戦略のフォローアップを含め、議論して
いくこととする。

（以 上）


